
令和６年度 建設経済常任委員会 行政視察報告書 

 

１ 調査期間 

 令和６年１０月３０日（水）～令和６年１１月１日（金） 

 

２ 視察都市及び視察事項 

期  日 視察都市 視察事項 

１０月３０日（水） 都城市 物産振興拠点施設（道の駅）整備事業について 

１０月３１日（木） 霧島市 「リノベーションまちづくり」について 

１１月１日（金） 宮崎市 企業立地について 

 

３ 視察者 

  安藤 好幸（委員長）     松長 由美絵（副委員長） 

 味村 耕太郎        西  智 

 有賀 正義         安田 景輔 

西川 誠志          今井 みきこ 

 佐野 洋 

 

４ 視察事項の概要 

 

【1日目】 

視察自治体 宮崎県都城市 

①人口及び面積 

人口 159,519人（令和６年１１月１日現在）面積 653.31㎢ 

②令和６年度一般会計予算 

97,570,000千円 

視察項目 物産振興拠点（道の駅）整備事業について 

 

（１）視察の目的 

 道の駅設置による地域課題の効果について 

 

（２）視察内容 

・災害時避難所としての役割。（国土交通省より防災道の駅に選定される）補

助金の確保。 

・区分所有者は（株）ココニクルと市であり、ココニクルの株の保有者は市、

他市内大手企業となっている。 

・設計時より、来客ターゲットを絞りコンセプトが明確である。（ターゲッ



ト：３０代女性、子どもあり）実際の来場者の多くが子ども連れ、近郊に住

むリピーターとなっている。イベントも毎週末行っている。 

 

（３）まとめ 

道の駅建設の際には、様々複合的な役割を備えることで、複数の補助金を活

用することができる。補助金の入らない、自治体所有区分を自由に活用するこ

とで、求めるコンセプトを実現している。運営に、地元の企業が協力、参画す

ることで、活性化している。 

 

 

【2日目】 

視察自治体 鹿児島県霧島市 

①人口及び面積 

人口 123,103人（令和６年１１月１日現在）面積 603.17㎢ 

②令和６年度一般会計予算 

69,580,000千円 

視察項目 「リノベーションまちづくり」について 

 

（１）視察の目的 

まちなかリノベーション推進事業 

 

（２）視察内容 

・空き家対策、創業支援、賑わい創出に資することを目的に、空き家を店舗

として活用できるよう行政が協力する。 

・計画を進める中で、過去の創業者から、セミナーを求める声が上がり採用

した。 

・起業者や、セミナーを通じた受講者たちが、霧島市の街づくりにかかわる

ようになり、関係人口の創出にも寄与している。 

 

（３）まとめ 

この取り組みは、地域の活性化と共に、まちづくりに関与する多くの市民を

生み出している。藤沢市においても空き家の管理に課題があり、家主・周辺住

民・事業者・行政など多方面にメリットの生まれる施策と考える。 

 

 

 



【3日目】 

視察自治体 宮崎県宮崎市 

①人口及び面積 

人口 394,470人（令和６年１１月１日現在）面積 643.5㎢ 

②令和６年度一般会計予算 

18,400,000千円 

視察項目 企業立地について 

 

（１）視察の目的 

今後さらに深刻になるであろう労働人口の減少を見据え、参考とする。 

 

（２）視察内容 

宮崎市が直面する ICT 人材不足と、バングラデシュの若手技術者の就職難と

いう双方の課題を解決するために、JICA や宮崎大学など産学官が連携して実施

している高度 ICT人材導入事業。 

「主な取り組み内容」 

ア B-JETプログラム（2017年 11月～2020年 10月） 

目的：日本での就職を希望するバングラデシュ人 ICT 技術者に対し、日本語、

ICTスキル、ビジネスマナーを教育する。 

イ JIPプログラム（2018年 4月～2021年 9月）： 

目的：B-JET修了生を宮崎大学に短期留学させ、日本語教育や企業インターン

シップを提供し、日本での生活や慣習を学ぶ機会を提供する。 

成果：修了生は宮崎県内の企業に就職し、地域の ICT 人材として活躍してい

る。 

これらの取り組みにより、宮崎市はバングラデシュの優秀な ICT 人材を受け

入れ、地域の ICT産業の活性化と国際化の推進に寄与している。 

2021 年からは株式会社新興出版社啓林館の寄附により、宮崎大学に「外国人

ICT技術者人材育成学講座」が設置され、取り組みが継続・発展している。 

 

（３）まとめ 

外国人人材を獲得するにあたり、どのような能力をもつ人材を獲得したいの

か、本市がどの様な産業に注力するのかという方向性を定める必要があると考

える。宮崎市はプログラムを始めるにあたって JICA の協力を得ており、また継

続にも民間の協力を得ていることから、施策の実施のためには市内産業活性化

の方向性を定め、関係する各方面の協力が必要である。 

以 上 


